
 

 

 

 

 

 

令和６年度神栖市予算の特徴について 

 

■ 予算の規模 

● 一般会計について…「当初予算の概要」Ｐ４参照 

予算額　４４７億１千５百万円（前年度比 △２.６％　１１億９千８百万円の減） 

※過去５番目の予算規模。 

【理由】 

　廃棄物減量処理対策事業，市営住宅建替事業などの減額が主な要因。 

 

● 特別会計について（３会計合計） 

予算額　１７１億８百万円（前年度比 ０.８％　１億４千２百万円の増） 

【理由】後期高齢者医療特別会計で，被保険者の増加及び制度改正に伴う保険料負担の見直し等に

よる後期高齢者医療広域連合納付金の増額が主な要因。 

 

● 公営企業会計について（２会計合計） 

予算額　８０億３千６百万円（前年度比 △４.６％　３億９千１百万円の減） 

【理由】下水道事業会計における管渠整備費（雨水）の減額が主な要因。 

　　　※水道事業会計については，配水管拡張工事の一部（３億８千万円）を令和５年度に前倒し。 

 

● 全会計総額について 

　予算総額　６９８億５千９百万円（前年度比 △２.０％　１４億４千７百万円の減） 

　※過去２番目の予算規模 

 

■ 予算の特徴 

将来像の実現と地域課題への対応に向け予算配分 

本市の将来像「魅力ある誇れる神栖市を目指して」の実現を図るため，「第３次神栖市総合計画」

に基づき，本市の活性化を図るための取り組みや，地域医療体制の整備，安全・安心なまちづく

り等の地域課題に的確に対応するための重要政策等へ優先的に予算配分した。 

 

● 歳　入…「当初予算の概要」Ｐ５参照 

市税　２１０億５,８５８万４千円（前年度比 △２．１％　４億５,７２９万３千円の減） 

市民税は，社会経済活動の正常化により前年度と同程度，また，固定資産税は，償却資産の経

年減価及び家屋評価替えの減価などにより減収を見込む。 
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● 歳　出　主な事業 

※頁番号は「当初予算の概要」の該当頁 

１.医療・健康福祉 

　・医療特別対策事業････････････････････････････････････６億６，９８２万８千円････Ｐ１１ 

 ・医療機能分化・連携再構築整備支援事業････････････････････３億３９５万２千円････Ｐ１１ 

　・出産・育児支援事業･･････････････････････････････････････２，２５４万４千円････Ｐ１２ 

　・家庭児童相談事業････････････････････････････････････････３，４８８万７千円････Ｐ１２ 

・子育て支援事業･･････････････････････････････････････････３，５４８万１千円････Ｐ１２ 

・母子保健事業････････････････････････････････････････････････････１億１千円････Ｐ１３ 

・健康増進事業････････････････････････････････････････１億３，０４６万８千円････Ｐ１４ 

・生活困窮者自立支援事業･･････････････････････････････････４，５０２万５千円････Ｐ１５ 

・地域支援事業････････････････････････････････････････３億４，７９６万９千円････Ｐ１６ 

 

２.生活環境 

　・災害等対策事業･･････････････････････････････････････４億４，７８０万１千円････Ｐ１７ 

　・防災訓練事業････････････････････････････････････････････････２３９万２千円････Ｐ１７ 

　・廃棄物減量処理対策事業････････････････････････････１１億４，４１４万２千円････Ｐ１８ 

 

３.産業 

　・企業・港湾振興事業･････････････････････････････････････１，２７７万９千円････Ｐ１９ 

　・農業振興事業･･･････････････････････････････････････････８，１１１万５千円････Ｐ２０ 

　・園芸振興事業･･･････････････････････････････････････････５，９５２万４千円････Ｐ２１ 

　・水産業振興事業･････････････････････････････････････････２，７８６万７千円････Ｐ２２ 

・スポーツツーリズム推進事業･････････････････････････････････１，６６４万円････Ｐ２３ 

・観光振興事業･･･････････････････････････････････････････６，４５８万１千円････Ｐ２４ 

 

４.都市基盤 

　・住環境整備事業･･････････････････････････････････････････１億８２４万４千円････Ｐ２５ 

　・市営住宅建替事業････････････････････････････････････････６億３，３５０万円････Ｐ２６ 

　・空家等対策事業･･････････････････････････････････････････３，６２５万２千円････Ｐ２７ 

　・地籍調査事業････････････････････････････････････････････５，１３１万９千円････Ｐ２８ 

　・市道整備事業････････････････････････････････････････１億８，１４７万２千円････Ｐ２９ 

　・市道補修整備事業････････････････････････････････････８億９，６８７万８千円････Ｐ２９ 

　・北公共埠頭雨水幹線整備事業･･････････････････････････････････１，２５０万円････Ｐ３０ 

　・雨水排水対策事業･･････････････････････････････････････････５億８３万８千円････Ｐ３１ 

 

５.教育・文化 

　・学力向上推進事業････････････････････････････････････････１億５，０８８万円････Ｐ３２ 

　・小・中学校給食費の無償化･･････････････････････････△１億８，５１５万９千円････Ｐ３３ 

　・第一学校給食共同調理場整備事業･･････････････････････････････７０８万７千円････Ｐ３４ 

・矢田部公民館管理運営事業････････････････････････････３億１，５０２万６千円････Ｐ３５ 

 



 

・スポーツ推進事業････････････････････････････････････････････４，８６９万円････Ｐ３６ 

・かみす防災アリーナ運営事業･･････････････････････････････９億６４２万６千円････Ｐ３６ 

 

６.地域づくり 

　・はさき保健・交流センター管理運営事業････････････････････６，４４２万３千円････Ｐ３７ 

　・はさき保健福祉センター運営事業････････････････････････････････９５万３千円････Ｐ３７ 

　・コミュニティセンター管理運営事業････････････････････３億３，１６１万１千円････Ｐ３８ 

　・地区活動支援事業････････････････････････････････････････６，０２５万９千円････Ｐ３９ 

　・市民協働推進事業････････････････････････････････････････１，５３８万４千円････Ｐ３９ 

　・地域ポイントカード事業･･････････････････････････････････１，２０５万８千円････Ｐ４０ 

　・まちのにぎわいづくり事業････････････････････････････････････１億１８７万円････Ｐ４１ 

　・かみす子育て住まいる給付金･･･････････････････････････････････９,５７０万円････Ｐ４２ 

 

７.自治体運営 

　・広報戦略事業････････････････････････････････････････････１，４８９万８千円････Ｐ４３ 

　・電子自治体推進事業･･････････････････････････････････１億８，００２万８千円････Ｐ４４ 
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令和６年度当初予算(案)について

予算規模の構成比令和６年度当初予算（案）

会  計
R6

予算額
R5

予算額

対前年度比

増減 増減率

一 般 会 計 44,715 45,913 △1,198 △2.6
特 別 会 計

（国保・介護・後期） 17,108 16,966 142 0.8

水道事業会計 4,288 4,425 △137 △3.1

下水道事業会計 3,748 4,002 △254 △6.3

企 業 会 計 小計 8,036 8,427 △391 △4.6

合  計 69,859 71,306 △1,447 △2.0

（単位：百万円，％）

※ 企業会計：支出額で表示

一般会計
歳入では，地方交付税や市税等の減が見込まれるため，基金等からの繰入金を増
歳出では，災害等対策事業（津波避難施設整備工事）等が増となるものの，廃棄物減量処理対策事業（鹿島
地方事務組合分担金（環境事業分））等が減となり，全体で対前年度比約１１億９千８百万円の減

特別会計
後期高齢者医療特別会計で，被保険者の増加及び制度改正に伴う保険料負担の見直し等による後期高齢者医
療広域連合納付金の増により約１億９千３百万円の増となり，全体で対前年度比約１億４千２百万円の増

企業会計
水道事業会計で，配水施設の拡張費の減により，対前年度比で約１億３千７百万円の減
下水道事業会計で，管渠整備費（雨水）の減により，対前年度比で約２億５千４百万円の減 

一般会計
64.0%

特別会計
24.5%

水道事業会計
6.1%

下水道事業会計
5.4%
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歳入予算の状況（一般会計）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減 増減率
自主財源 27,672,614 61.8 27,682,495 60.3 △ 9,881 0.0

  1 市 税                21,058,584 47.1 21,515,877 46.9 △ 457,293 △ 2.1
13 分担金及び負担金 180,275 0.4 142,025 0.3 38,250 26.9
14 使用料及び手数料 341,894 0.8 339,272 0.7 2,622 0.8
17 財産収入  147,311 0.3 129,055 0.3 18,256 14.1
18 寄附金 323,001 0.7 230,001 0.5 93,000 40.4
19 繰入金  4,666,475 10.4 4,357,387 9.5 309,088 7.1
20 繰越金  500,000 1.1 500,000 1.1 0 0.0
21 諸収入 455,074 1.0 468,878 1.0 △ 13,804 △ 2.9

依存財源 17,042,386 38.2 18,230,505 39.7 △ 1,188,119 △ 6.5
  2 地方譲与税 900,445 2.0 881,448 1.9 18,997 2.2
  3 利子割交付金 6,000 0.0 6,000 0.0 0 0.0
  4 配当割交付金  75,000 0.2 91,000 0.2 △ 16,000 △ 17.6
  5 株式等譲渡所得割交付金 89,000 0.2 60,000 0.1 29,000 48.3
  6 環境性能割交付金 38,000 0.1 31,000 0.1 7,000 22.6
  7 ゴルフ場利用税交付金 14,000 0.0 14,000 0.0 0 0.0
  8 法人事業税交付金 334,564 0.8 265,972 0.6 68,592 25.8
  9 地方消費税交付金 2,491,000 5.6 2,547,000 5.6 △ 56,000 △ 2.2
10 地方特例交付金 115,379 0.3 109,870 0.2 5,509 5.0
11 地方交付税  1,180,320 2.6 1,834,191 4.0 △ 653,871 △ 35.6
12 交通安全対策特別交付金 10,000 0.0 10,000 0.0 0 0.0
15 国庫支出金 6,592,679 14.8 6,629,572 14.4 △ 36,893 △ 0.6
16 県支出金 3,005,199 6.7 3,020,352 6.6 △ 15,153 △ 0.5
22 市 債  2,190,800 4.9 2,730,100 6.0 △ 539,300 △ 19.8

  (合 計) 44,715,000 100.0 45,913,000 100.0 △ 1,198,000 △ 2.6

令和6年度 令和5年度 対前年度比

（単位：千円，％）

市税
47.1%

繰入金等
14.7%

国・県支出金
21.5%

譲与税・各種交付金
9.2%

市債
4.9%

地方交付税
2.6%

自主財源
61.8%

依存財源
38.2%

歳入予算一覧

■前年度予算との比較では，
歳入の根幹をなす市税のう
ち固定資産税の減，地方交
付税等の減が見込まれるた
め，基金等の繰入金が増と
なっています。
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市税の状況

（単位：千円，％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減 増減率

7,393,838 35.1 7,390,659 34.3 3,179 0.0

5,779,358 27.4 5,524,871 25.7 254,487 4.6

1,614,480 7.7 1,865,788 8.6 △ 251,308 △ 13.5

12,267,675 58.3 12,762,110 59.3 △ 494,435 △ 3.9

12,120,670 57.6 12,606,916 58.6 △ 486,246 △ 3.9

土地 2,699,079 12.8 2,687,373 12.5 11,706 0.4

家屋 3,896,389 18.5 3,937,586 18.3 △ 41,197 △ 1.0

償却資産 5,503,853 26.2 5,953,610 27.7 △ 449,757 △ 7.6

滞納繰越分 21,349 0.1 28,347 0.1 △ 6,998 △ 24.7

147,005 0.7 155,194 0.7 △ 8,189 △ 5.3

321,380 1.5 316,442 1.5 4,938 1.6

14,199 0.1 18,935 0.1 △ 4,736 △ 25.0

307,181 1.4 297,507 1.4 9,674 3.3

1,050,090 5.0 1,028,665 4.8 21,425 2.1

25,601 0.1 18,001 0.1 7,600 42.2

21,058,584 100.0 21,515,877 100.0 △ 457,293 △ 2.1

令和6年度 令和5年度 対前年度比

市 民 税

個 人

法 人

固定資産税

純固定資産税

国有資産等所在市町村交
付金及び納付金

軽自動車税

環境性能割

種別割

市たばこ税

入 湯 税

合  計

税 目

市民税
35.1%

固定資産税
58.3%

軽自動車税
1.5%

市たばこ税
5.0%

入湯税
0.1%

市税一覧

市民税は，コロナ禍からの脱却に伴う社会経済活動の正常化が進みつつも，不透明な景気動向により，前
年度と同額程度
固定資産税は，償却資産の減価や家屋評価替えの減価のほか，産業活動の活性化及び雇用機会の創出のた
めの固定資産税の特別措置により，約４億９千４百万円の減
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議会費
0.6%

総務費
10.6%

民生費
38.4%

衛生費
11.4%農林水産業費

1.8%

商工費
1.4%

土木費
9.5%

消防費
6.9%

教育費
15.2%

公債費
4.2%

予備費
0.0%

一般会計歳出予算の状況（目的別）

歳出予算一覧（目的別） （単位：千円，％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減 増減率
  1 議会費 261,125 0.6 248,543 0.5 12,582 5.1
  2 総務費 4,723,757 10.6 4,478,890 9.8 244,867 5.5
  3 民生費 17,156,255 38.4 17,079,360 37.2 76,895 0.5
  4 衛生費 5,086,511 11.4 6,165,610 13.4 △ 1,079,099 △ 17.5
  5 農林水産業費 828,861 1.8 1,014,610 2.2 △ 185,749 △ 18.3
  6 商工費  608,669 1.4 646,353 1.4 △ 37,684 △ 5.8
  7 土木費 4,232,561 9.5 5,184,349 11.3 △ 951,788 △ 18.4
  8 消防費 3,084,653 6.9 2,659,199 5.8 425,454 16.0
  9 教育費 6,817,041 15.2 6,681,341 14.6 135,700 2.0
10 公債費 1,895,567 4.2 1,734,745 3.8 160,822 9.3
12 予備費  20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0

合 計 44,715,000 100.0 45,913,000 100.0 △ 1,198,000 △ 2.6

令和6年度 令和5年度 対前年度比
款

消防費は，災害等対策事業（津波避難施設整備工事）等の増により，約４億２千５百万円の増
総務費は，コミュニティセンター管理運営事業（大野原コミュニティセンター外壁等改修工事，うずもコミュニ
ティセンター多目的ホール空調設備等改修工事）等の増により，約２億４千５百万円の増
衛生費は，廃棄物減量処理対策事業（鹿島地方事務組合分担金（環境事業分））等の減により，約１０億７千９百
万円の減
土木費は，住宅管理事業（市営住宅建設工事）等の減により，約９億５千２百万円の減
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人件費
15.8%

扶助費
24.8%

公債費
4.2%普通建設事業費

9.4%

物件費
22.0%

維持補修費
2.1%

補助費等
15.8%

積立金
0.9%

投資及び出資金
0.3%

貸付金
0.4%

繰出金
4.3%

予備費
0.0%

義務的経費
44.8%

投資的経費
9.4%

その他
45.8%

一般会計歳出予算の状況（性質別）

歳出予算一覧（性質別）

補助費等は，鹿島地方事務組合分担金（環境事業分）等の減により，約６億９千１百万円の減
普通建設事業費は，市営住宅建設工事費等の減により，約６億６千７百万円の減
物件費は，一般廃棄物処理処分委託料等の減により，約３億３千９百万円の減
人件費は，会計年度任用職員の勤勉手当支給や一般職の給与引上等により，約３億３千７百万円の増 

（単位：千円，％）

予算額 構成比 予算額 構成比 増減 増減率
20,046,656 44.8 19,470,561 42.4 576,095 3.0

7,080,593 15.8 6,743,349 14.7 337,244 5.0
11,070,496 24.8 10,992,467 23.9 78,029 0.7

1,895,567 4.2 1,734,745 3.8 160,822 9.3
4,211,167 9.4 4,877,828 10.6 △ 666,661 △ 13.7
4,211,167 9.4 4,877,828 10.6 △ 666,661 △ 13.7

補助事業費 1,354,666 3.0 1,516,031 3.3 △ 161,365 △ 10.6
単独事業費 2,663,901 6.0 3,166,837 6.9 △ 502,936 △ 15.9
県営事業負担金 192,600 0.4 194,960 0.4 △ 2,360 △ 1.2

20,457,177 45.8 21,564,611 47.0 △ 1,107,434 △ 5.1
9,836,982 22.0 10,176,163 22.2 △ 339,181 △ 3.3

950,465 2.1 1,012,055 2.2 △ 61,590 △ 6.1
7,057,445 15.8 7,748,912 16.9 △ 691,467 △ 8.9

385,528 0.9 295,662 0.6 89,866 30.4
109,112 0.3 236,427 0.5 △ 127,315 △ 53.8
155,240 0.4 162,700 0.4 △ 7,460 △ 4.6

1,942,405 4.3 1,912,692 4.2 29,713 1.6
20,000 0.0 20,000 0.0 0 0.0

44,715,000 100.0 45,913,000 100.0 △ 1,198,000 △ 2.6

令和6年度 令和5年度 対前年度比

義務的経費
人件費
扶助費
公債費

投資的経費
普通建設事業費

そ の 他
物件費
維持補修費
補助費等
積立金
投資及び出資金
貸付金
繰出金
予備費

合  計
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2,003,996
1,529,379 1,524,724

1,683,399

1,643,753 1,575,475

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

R4 R5 R6

当初予算の比較

財政調整基金 その他基金 計

R6

（単位：千円）年度末現在高の推移
Ｒ４ Ｒ５ Ｒ６ 対前年度予算比

積立基金 合計
当初予算 3,687,395 3,173,132 3,100,199 △72,933

決算又は決算見込 7,302,744 7,381,145

 うち 財政調整基金
当初予算 2,003,996 1,529,379 1,524,724 △4,655

決算又は決算見込 5,459,219 5,456,513
※上段は予算，下段はR4は決算，R5は決算見込の金額

3,687,395
3,100,1993,173,132

2,003,996
1,529,379 1,524,724

5,459,219 5,456,513

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

R4 R5 R6

財政調整基金の予算・決算の状況

予算 決算又は決算見込

予算 決算 予算
決算
見込

参 考

予算時は前年度の決算
剰余金に係る積立見込
額を反映しないため，
決算では増加する傾向

基金の状況（一般会計）

予算

R6

（単位：千円） （単位：千円）
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28,930,298 28,122,192 27,110,661 26,330,331 25,990,572 27,197,628 28,522,282 31,126,420 33,618,872 35,861,417

7,858,440 7,858,440 7,858,440 7,548,318 7,047,500 6,546,354 6,044,876 5,543,063 5,040,911 4,538,417

0

20,000,000

40,000,000

60,000,000

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5見込 R6予算

全会計市債残高 アリーナ整備費支出予定額

36,788,738 35,980,632 33,038,07233,878,64934,969,101 33,743,982 34,567,158 36,669,483 38,659,783 40,399,834

将来負担額の推移（平成２７年度～令和６年度）

H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4 R5
(見込)

R6
(予算)

市
債
残
高

一般会計 18,100,067 16,792,130 15,312,046 14,314,808 13,603,686 14,607,704 15,575,878 17,631,926 19,572,418 20,584,816

水道事業会計 4,253,463 4,404,495 4,514,014 4,404,026 4,310,785 4,234,848 4,274,224 4,349,630 4,356,068 4,404,330

下水道事業会計 6,576,768 6,925,567 7,284,601 7,611,497 8,076,101 8,355,076 8,672,180 9,144,864 9,690,386 10,872,271

市債残高 計 ① 28,930,298 28,122,192 27,110,661 26,330,331 25,990,572 27,197,628 28,522,282 31,126,420 33,618,872 35,861,417

債務負担行為に基づ
く支出予定額
※ＰＦＩ事業
【 防災アリーナ購入費
(運営費を除く) 】②

7,858,440 7,858,440 7,858,440 7,548,318 7,047,500 6,546,354 6,044,876 5,543,063 5,040,911 4,538,417

合 計（①＋②） 36,788,738 35,980,632 34,969,101 33,878,649 33,038,072 33,743,982 34,567,158 36,669,483 38,659,783 40,399,834

（単位：千円）

平成２７年度から，かみす防災アリーナの整備が始まったため，将来負担額が大きく増加しました。
令和２年度以降は，将来負担の急激な増加に留意しつつ，老朽化した施設の更新や集約化など，必要な投資を後回
しにせず着実に推進していくため，将来負担額が増加しています。

（単位：千円）

10



市長公室 地域医療推進課

 1  医療・健康福祉 1-1 医療

医療特別対策事業
医療機能分化・連携再構築整備支援事業重 

・地域医療体制検討委員会からの提言を踏まえ，市民・企
業に寄り添う医療体制の確立を目指します。

・市内全域における医療提供体制の底上げに向けて，関係
機関との連携により，急性期医療・救急医療等の様々な
課題に対して具体的な方策を講じます。

・市内研修医療機関等と協力しながら，若手医師等の教育
研修環境整備に取り組むとともに，当市の特色を生かし
た取り組みによる医師確保を推進します。

・寄附講座開設費寄附金      204,248千円 
 東京女子医科大学（総合診療科）R6～R8

・医師確保事業補助金     129,923千円 
 市内医療機関の常勤医の雇用に係る経費を支援

 医療特別対策事業

                    R6当初予算額
（医療特別対策事業）               669,828千円
（医療機能分化・連携再構築整備支援事業）

303,952千円

・地域赴任医師支援金       86,000千円
 市内医療機関に就業した医師を支援

・若手医師受入支援事業補助金 63,172千円
 若手医師の受入体制整備に係る経費を支援

 医療機能分化・連携再構築整備支援事業

・地域医療構想等の議論を踏まえて
実施される医療機関の機能分化・
連携再構築に係る施設整備や体制
強化を支援します。

・後方支援体制整備事業(白十字総合病院)           232,952千円 

令和6年度の主な取組

・循環器疾患受入体制強化整備事業(鹿嶋ハートクリニック)
                               80,000千円

白十字総合病院は，病棟建替えにより令和6年度に304床が受け入
れ可能予定。市は回復期・慢性期病棟建替整備に係る経費を支援。

鹿嶋ハートクリニックは，令和6年度に23床を有する病院になる
予定。当市における心疾患や脳疾患の医療体制が格段に改善され
ることが期待されるため，市は施設・体制整備に係る経費を一定
期間継続して支援。

令和6年度の主な取組

事業目的

事業目的

新 
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 妊娠３２週以降に保健指導を受けた妊婦または出生届
を提出した保護者に，子育てに役立つ品物（１万５千円
相当）を選べるギフトカタログを贈呈します。
※「子育てタウン」アプリから注文ができます。

福祉部 こども家庭課 こども政策課

1 医療・健康福祉 2-1 子ども・子育て支援 

 令和６年４月から，市内全ての子どもや妊産婦，
子育て家庭を対象に，一体的支援を行うこども家庭
センターが稼働します。

子育て応援ギフトカタログ

子育て応援券

こども家庭センターの設置（こども家庭課内）

 小学校入学を控えたお子さんをお持ちの保護者に，市内協賛店で入学に役立つ品物等を
購入できるギフト券（３万円分）を贈呈します。

出産・育児支援事業
家庭児童相談事業 子育て支援事業 重 

R6 当初予算額
（出産・育児支援事業）22,544千円
（家庭児童相談事業） 34,887千円
（子育て支援事業）  35,481千円

子育て世帯の経済的な負担の軽減を図るため，子育て応援券を贈呈します。

【出産・育児支援事業】
 核家族化，小家族化が進んでいることから，子育て家庭が孤立し
ないよう，妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援と子育て
世帯の経済的な負担の軽減を図ります。

出産・育児支援事業

【家庭児童相談事業】
 家庭における適正な児童養育の推進を図るため，家庭相談員を配
置し，相談業務の充実を図り，児童虐待の予防・対応を強化します。

家庭児童相談事業概 要

子育て支援事業

令和6年4月
こども家庭センター

すべての妊産婦と子ども・保護者を支援

子育て世代包括
支援センター

妊産婦や乳幼児の
保護者を支援

子ども家庭総合
支援拠点

虐待・貧困など
問題を抱えた児童や妊婦

を支援

新 

母子保健(一部) 児童福祉

一体化
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健康増進部 健康増進課

 1  医療・健康福祉 2-１子ども・子育て支援

母子保健事業重 
R6当初予算額 100,001千円

 

主な事業

目 的

妊娠期から乳児期にかかる費用の助成

妊娠期から乳児期にかかる費用の助成や産後ケア事業の拡充を図り，母子の健康の保持増進に努めます。

産後ケア事業拡 

 ・妊産婦健康診査（妊娠期14回，出産後2回）

 ・新生児聴覚検査

 ・1か月児一般健康診査

 ・乳児健康診査（４～7ヶ月児・９～１１ヶ月児の2回）

 ・未熟児に該当する場合は養育医療費の給付 など

  多胎の妊婦に対しては，妊婦健康診査にかかる費用を

  1回5,000円で最大5回まで追加で助成します。

●概要 心身のケアや育児のサポート等を行う産後ケアを必要と

する人が，誰でも受けられるようにするために，利用料金の引き

下げを行います。また，新たに居宅訪問型のサービスを開始し，

県内の里帰り先でも居宅訪問型のサービスが利用できるようにな

ります。

・対象者 産後ケアを必要とする市内在住の

     出産後1年未満のお母さんと乳児

・利用日数 1回の出産につき7日まで

・利用料金 

  

新 

新 

概 要

令和5年度 令和6年度

短期入所型 5,000円 2,500円

通所型 2,000円 1,000円

居宅訪問型 500円
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健康増進部 健康増進課 

R6当初予算額 130,468千円1 医療・健康福祉 3-1 保健

健康増進事業重 

目 的 各種がん検診や住民健診等の受診を促進し，生活習慣病等の早期発見を図ります。

また，健康教育等により，市民の健康に対する意識の向上や行動変容を促し，健康の保持・増進を図ります。

がん検診 無料      住民健診 無料  

かみす健康マイレージ 神栖市地域食育サポーター

肺・胃・大腸・乳・子宮・前立腺が
ん検診と，肝炎ウイルス検査，
胃がんリスク検診（ピロリ菌）
の自己負担金を無料とすることで，
受診を促進します。

生活習慣病予防健診（16歳～39歳）の基本項目
分の自己負担金を無料とすることで，受診を促
進します。
※国保被保険者（40歳～74歳）及び後期高齢者
医療被保険者も無料化

市民の主体的な健康づくりを応援するため， 
５つの健康目標のうち，３つ以上達成した方に， 
      抽選で景品をプレゼントします。
      【令和５年度景品例】
       ＥＭＳ運動機器，自動調理鍋，
       自動血圧計，協賛企業からの
       各種協賛品 など

市が実施する養成講習会を修了した地域食育サ
ポーターが，地域において講話や調理実習を行
い，減塩・適塩を推進します。
令和６年度は，新たに食育サポ
ーターを増員します。

目指そう！

健康長寿！

主な事業

神栖市独自！

神栖市独自！

減塩・適塩に関する調理実習
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 生活保護に至る前の段階で，生活に困窮する方（又はその恐れのある方）が自立できるよう支援します。

福祉部 社会福祉課

 1  医療・健康福祉 3-3 地域福祉

生活困窮者自立支援事業重 

R6当初予算額 45,025千円

目 的

生活困窮者自立相談支援事業

生活相談を総合的に受け付け，相談者の困窮（又は困窮となる見込み）の
状況や内容に応じて利用可能な制度等につなげます。

生活困窮者就労準備支援事業 家計改善支援事業  住居確保給付金 一時生活支援事業

 通常の就労活動が困難である

方（例：ひきこもり等）に対し，

社会との接点や他者とのコミュ

ニケーションを持てるよう支援

し，就労活動につなげます。

 世帯の収入に応じた適切な家

計管理が困難である方に対し，

家計再生の計画やプラン作成を

通じて，持続的な家計改善を支

援します。

 離職等により困窮し住居を喪

失した（又はその恐れがある）

方に家賃相当の給付金を支給し，

生活基盤となる居所を確保する

ことで，次の就労を支援します。

 住居を喪失した方に対し，一

時的居所（県営住宅）や食材・

衣類等を提供するほか，状況に

応じて見守り訪問を行うことで，

生活の立て直しを支援します。

相談内容に応じた各種支援事業

生活困窮相談の
総合窓口機能
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福祉部 長寿介護課

 1  医療・健康福祉 3-5 高齢者福祉

地域支援事業重 

R6当初予算額 347,969千円

主な取り組み

権利擁護事業

地域の関係機関，介護保険事業者，医療機関等の保健福祉関係者との
ネットワークを構築し，認知症等の高齢者で支援を要する方を早期に
発見，相談につなげられるよう体制を整備します。

認知症総合支援事業

認知症の方ができる限り住み慣れた地域で生活を継続するため
に，医療・介護・生活支援サービス等地域の支援機関をつなぐ
コーディネーターを配置し，効果的な支援を行います。

徘徊等による認知症高齢者の行方不明時に，二次元バーコー
ドを用いて早期発見につなげるシステムの活用や，徘徊探知
機の貸し出しを行います。

・高齢者虐待防止 ・成年後見制度利用支援 ・消費者相談支援
・認知症初期集中支援チームの配置

・認知症地域支援推進員の配置

・認知症高齢者等徘徊SOSネットワークの構築

認知症VR体験等の啓発事業を通じて，認知症に対する市民の
理解促進を図ります。

主な取り組み

 高齢者虐待対応に係る体制整備や連携強化を図り，虐待の未然防止，
早期発見，迅速かつ適切な対応を行い，高齢者本人の尊厳保持と自立
支援を実現するために支援の質を高めます。

 認知症になっても暮らし続けることのできる地域の環境づくりとし
て，認知症の容態に応じた適切な医療と介護の提供，認知症の正しい
理解の普及，認知症高齢者の見守り事業を実施し，認知症の方やその
家族を支える支援体制を強化します。

権利擁護支援の地域連携ネットワークのイメージ

本人

本人に
身近な家族等 後見人等

家庭裁判所による
「制度の運用・監督」機能

福祉・行政・法律専門職など
多様な主体の連携による「支援」機能

①権利擁護の相談支援
②権利擁護支援チームの形成支援
③権利擁護支援チームの自立支援

権利擁護

支援チーム
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生活環境部 防災安全課

R6当初予算額（災害等対策事業） 447,801千円
                       （防災訓練事業）      2,392千円

2 生活環境 1-1 防災・危機管理

 災害等対策事業
  防災訓練事業

津波避難施設整備
R6予算額：404,318千円

目 的
 舎利浜地区における，津波から逃げ遅れてしまう可能性の
ある避難困難者の解消を図るため，津波避難施設（高台）の
整備工事を行います。

食糧・保存水・資機材の購入

●オストメイトの方の避難を想定し，福祉避難所
 に専用の仮設トイレを配備します。

●令和６年度に期限を迎える食糧（アルファ米，
 粉ミルクなど）及び保存水を更新します。

     東日本大震災時の経験を踏まえ，現在の人口の約
10％に当たる10,000人が1週間生活できる食糧・保存水を
備蓄するほか，避難所運営に使用する資機材を整備します。

・整備地の液状化対策
・避難施設の整備

実施内容

目 的

実施内容

防災訓練の実施

目 的             住民参加型の避難訓練を年に２回実施し，洪
水や津波からの避難に関し，避難先や避難経路の確
認を行うとともに，体験型の総合防災訓練により更
なる防災意識の高揚を図ります。

R6予算額：23,410千円

R6予算額：2,392千円

重 

高台
・収容人数   300人
・施設の高さ    5ｍ
・避難スペース 400㎡

 高台には階段，スロープ
を設置し，敷地内にトイレ
を設置する予定です。
 平常時は，防災啓発施設
として利用します。

施設概要

応急給水訓練高所救助訓練避難所開設・避難者受入訓練

波崎消防署波崎西小学校

整備予定地

波崎総合支所

イメージ図
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         R6予算額 417,562千円

 新可燃ごみ処理施設整備事業

生活環境部 廃棄物対策課

R6当初予算額 1,144,142千円2 生活環境 2-2 廃棄物対策

廃棄物減量処理対策事業
概 要

重 

 令和６年４月に本稼働する，神栖市・鹿
嶋市の可燃ごみを処理する鹿島共同可燃ご
みクリーンセンターを安定的に運転するこ
とで，地域の循環型社会形成の中核施設と
してエネルギー回収等を行います。
 また，両市の可燃ごみを効率的に収集・
運搬するため，可燃ごみ中継施設を整備し
ます。

波崎地区の
ごみ

神栖地区の
ごみ

波崎可燃ごみ
中継施設

鹿嶋市のごみ 鹿嶋可燃ごみ
中継センター

目 的
収集体制

受け入れるごみの種類

○木くず・草  ○ゴム・皮革類
○台所ごみ（生ごみ）
○資源とならない紙
○資源とならない繊維類
○汚れの取れないプラスチック類
○その他（貝殻，乾燥剤，スポンジ類，
     ビニールホース，CD等） 

鹿島共同可燃ごみクリーンセンター主な事業内容

整備スケジュール

波崎可燃ごみ中継施設

鹿嶋可燃ごみ中継センター
～令和6年6月 建設工事 令和6年7月～

施設稼働令和6年5月～令和6年6月
 ごみ搬入・試運転

～令和8年3月
 計画・設計書・仕様書作成・改修工事

令和8年4月～
施設稼働

 安定的なごみ処理を行うことで，地域の公衆衛生の向上と維持を図るとともに，環境負荷軽減のため，分別指導・情報提供などの啓
発活動を行います。また，市民が行う資源物回収等を支援し，より一層のごみの減量化・再資源化を推進します。
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    産業拠点としての鹿島臨海工業地帯の競争力強化を図るとともに，企業誘致を推進し，安定した雇用を確保します。
    鹿島臨海工業地帯の産業活動を支える鹿島港の整備促進と機能拡充を図ります。

産業経済部 企業港湾商工課

R6当初予算額  12,779千円3 産業 1-1 企業誘致

企業・港湾振興事業

概 要

コンテナ貨物の荷主等への助成内容

目 的

１.立地環境整備など鹿島臨海工業地帯の競争力強化の取り組みを推進
 （事業所の新増設に係る課税免除等）
２.コンテナ貨物の荷主等への助成

鹿島港振興協会

24,700千円

県:35％(8,645千円)，
荷役企業等:30％(7,410千円)，
市:35％(8,645千円)
 うち神栖市の負担額は7,781千円

総事業費に対する負担割合

事業主体

総事業費

韓国定期コンテナ航路：週１便運航
国際フィーダー航路   ：週２便運航   

●荷主向け                          

基本額(輸出)
円／本

基本額(輸入)
円／本

最大単価
円／本 加算メニュー

新規利用 10,000 15,000 32,000
・国際フィーダー※１利用
・モーダルシフト※２ 
・最寄港利用・県産農産物輸出

継続利用 5,000 8,000 16,000 ・国際フィーダー利用
・最寄港利用・県産農産物輸出

大口荷主 年間利用本数に応じ20万円～100万円／ルート

●船社向け 新規航路開設 3,000円/ 本

●フォワーダー※３向け新規利用企業開拓支援 新規利用の該当助成額の2割

☆対象者ごとに助成上限額あり
※１ 国際コンテナ戦略港湾（阪神港・京浜港）と国内各港を結ぶ支線の役割を担う航路
※２ トラック等の自動車で行われている貨物輸送を環境負荷の小さい鉄道や船舶の利用へと転換すること
※３ 荷主と運送事業者との間に立って，貨物の運送取扱，利用運送及びこれらに付帯する業務を行うことを業とする者
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